
資料７

平成１４年度の納付金率について



１ 運輸施設整備事業団業務（旧造船業基盤整備事業協会）の概要

運輸施設整備事業団第四部は、平成１３年３月１日の造船業基盤整備事業協会の解散に伴い、運輸施設整備事業団内に新設さ
れた組織で、協会が特定船舶製造事業(注１)を営む者から買収した造船施設の管理・譲渡等を行うとともに、高度船舶技術の研
究開発支援業務等を行っている。

(注１)特定船舶製造事業 ： 長さ50メートル以上の船舶を製造することができ、かつ、製造することができる最大の船舶が１万トン未満である

造船台又はドックを使用する船舶製造業（総トン数１万トン以上の船舶の製造をすることができる造船台又はドッ

クを使用する船舶製造業に属する事業を営む者が併せて営む事業が属するものを除く ）。

（造船業基盤整備事業協会）
(１)構造対策関連事業(例) (２)研究開発関連事業(例)
・買収事業(第一次～第三次) 計１６カ所の買収等 ・ＴＳＬ、メガフロート等の試験研究事業への助成
・造船需給動向調査(平成３年度～) ・ＡＤＤ、自律型探査潜水艇等の試験研究事業への利子補給

１．経 緯

２．事業内容

３．実 績

(１)構造転換業務

①買収した設備の管理及び譲渡又は廃棄
②買収した土地の再利用のための造成その他の管理及び譲渡
③残存事業者からの納付金の徴収(注２・注３)
④これらの業務に附帯する業務

(注２)納付義務のある者：特定船舶製造事業者
(注３)納付金対象となる船舶：長さ50メートル以上の船舶であって

総トン数5千トン未満のもの

(２)技術支援業務

①試験研究資金の助成
②試験研究資金の借入に係る利子の補給
③試験研究資金の借入に係る債務の保証
④高度船舶技術を用いた船舶等の製造に必要な資金の借
入に係る債務の保証（注４）

⑤高度船舶技術に関する調査等
⑥これらの業務に付帯する業務

(注４)④は業務第四部の創設に伴い新たに追加された業務

OECD造船協定の発効に伴う不当廉価建造契(３)予定される業務:
約に関する調査等の業務
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買収した設備及び
土地の譲渡収入

残存事業者納付金

造船契約の都度、契
約価格に納付金率を
乗じた金額を納付。

納付金率は毎年度交
通政策審議会の意見
を聴いて国土交通大
臣が決定。

日本政策投資銀行、市中銀行

　買収のための借入金　
　の償還原資

運輸施設整備事業団
（旧造船業基盤整備事業協会）

買収の対象

造船事業者の

設備及び土地

造船事業者の

設備及び土地

償還長期借入

買収

（買収期間：

H10～12年度）

当該事業者の債務・退

職金等の支払に充当

当該事業者の債務・退

職金等の支払に充当

　　２　運輸施設整備事業団の買収事業資金の流れ
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　　３　納 付 金 徴 収 制 度 の 概 要

船主等

　　　請負契約締結

（平成1１年４月１日以降）

　　　　　　<対象船舶>
長さ50ｍ以上総ﾄﾝ数5千トン未満

特定船舶製造事業者

国　土　交　通　省

納付金率の策定、告示
　　　（毎年度見直し）

　請負契約船価の

0.05～0.15％を予定

意見
受注見通し等

納付金の納付

運輸施設整備事業団

　国土交通政策審議会

請負契約船価
×

各年度の納付金率
＝

納付金額

納付金算定

納付金額の決定

請負契約船価 報告

通知
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４　第３次買収事業の資金計画の概要

充　当　資　金

土 地 ・設 備 の 買 収 費 用 等

（長 期 借 入 金 の 元 利 返 済 ）

土 地 ・ 設 備 管 理 費

必　要　経　費

土 地 ・設 備 の 貸 与 ・譲 渡 収 入

１８億円

６億円

８億円

１６億円

納 付 金 収 入

事 業 団 負 担 分

公 租 公 課

一 般 管 理 費
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５ 運輸施設整備事業団（造船勘定構造転換業務経理）の収支見通し 

 

                                                                             （単位：百万円） 

科     目 
平成１０～１２年度 

（実 績） 
平成１３年度 

（実績見込み） 
平成１４年度 

（見通し） 
平成１５～２２年度 

（見通し） 
平成１０～２２年度 

（合 計） 

施設の貸付・譲渡 ３６ ３４ ３７ ７１９ ８２６ 

納 付 金            ６１ ３０ ４６ １,２２６ １,３６３ 

そ の 他            １７４ ４ ２ ８４ ２６４ 
収 入 

計 ２７１ ８３ ９４ ２,１７９ ２,４５３ 

事 業 費            １１２ ４１ ４２ １２５ ３２０ 

元 利 返 済            １４ ３４ ３４ １,４０４ １,４８６ 

一 般 管 理 費            ２７７ ６９ ５７ ２４４ ６４７ 
支 出 

計 ４０３ １４４ １３３ １７７３ ２,４５３ 

注 収入科目のうち、「その他」の内訳は、協会資産（基金、繰越金）の運用益等である。 
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６ 必要経費の見通し（試算） 
 

    （単位：百万円） 

      平 成 
       （年度） 

 項 目 
１０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ 計 

事 業 費          ０ ３７ ７５ ４１ ４２ ４２ ３５ ２８ ４ ４ ４ ４ ４ ３２０ 

 業 務 費       ０ ３５ ６０ ２６ ２７ ２８ ２６ ２４ ４ ４ ４ ４ ４ ２４６ 

 公租公課 ０ ２ １５ １５ １５ １４ ９ ４ ０ ０ ０ ０ ０ ７４ 

借 入 金 返 済          ０ ０ １４ ３４ ３４ １０５ ２０４ ２０３ １９７ １９６ １９５ １９５ １０９ １,４８６ 

 元 本       ０ ０ ０ ０ ０ ７２ １７４ １７７ １８０ １８３ １８６ １９０ １０８ １,２７０ 

 利 子       ０ ０ １４ ３４ ３４ ３３ ３０ ２６ １７ １３ ９ ５ １ ２１６ 

一 般 管 理 費          ０ １４３ １３４ ６９ ５７ ４６ ４４ ４４ ２２ ２２ ２２ ２２ ２２ ６４７ 

計 ０ １８０ ２２３ １４４ １３３ １９３ ２８３ ２７５ ２２３ ２２２ ２２１ ２２１ １３５ ２,４５３ 

注：平成１０年度～１２年度は実績、平成１３年度は実績見込み、平成１４年度以降は見込みである。 

   土地・設備は平成１７年度までに売却と仮定。 
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　7  中小型船の建造需要の見通し

         H14～H17            　　　      H18～H22

実績見込

 年度（注）１．１００総トン以上5000トン未満の船舶
　　　２．ケース１：代替船齢が従来どおりの場合
　　　　　ケース２：代替船齢が５年程度延びた場合
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８ 納付金収入の見通し（試算） 
 

 

 

      平 成 
（年度） 

 項 目 
１０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ 計 

建造見通し 
（竣工ベース：千総トン） 

274 134 186 163 228 340 3,369 

建造契約量 
（契約発効ベース：億円） － 644 580 600 923 1,505 － 

納 付 金 率         
（％） 

－ 0.05 0.10 0.１5 0.10 0.0５ － 

納付金収入         
（百万円） 

0 32 29 30 46 92 92 138 226 226 226 151 75 1,363 

 注：建造見通しは「中小型船の建造需要量の見通し」の数値であり、平成１４年度以降はケース２の数値としている。 
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